
 

 

 

令和 7年 11月 14日 
 
 
 
 
 
 

 

平成 31 年に牛久市から牛久都市開発株式会社へ貸付を行った 4 億円の償還計画について、同社

より、当初、償還資金の原資として想定していた 4階フロアの賃料について、想定していた賃料が

得られず、償還資金が見込めないため、償還期間を見直して欲しい旨の申入れがあったことから、

今回、この申入れを認め、貸付要項を見直すとともに、当該償還金の歳入予算を減額する補正予算

を 12月補正として上程いたします。 

 

 
 

1．見直しの内容 
 

・最終償還期日を「2034年 3月 31日（15年）」から「2036年 3月 31日（17年）」へ 2年間延長 

・令和 7年度以降の償還計画を見直し、償還元金及び償還利子を変更 

 

 

2．補正予算措置 
 

令和 7年 12月歳入補正予算において、18,900,000円減額する補正を上程致します。 

※牛久都市開発貸付金 元金 

当初予算措置額 32,900,000円、今回補正額△18,900,000円、補正後予算額 14,000,000円 

 

 

3．牛久都市開発株式会社による見直しの申入れ理由、今後の収益確保に向けた取組 
 

平成 31 年 3 月時に作成した償還計画は、令和 5 年度までに入居による賃料増があることを想定

して、その賃料をもとに、令和 5年度から市への償還額を増額する計画でした。 

しかしながら、償還資金の原資として想定していた 4 階フロアの賃料について、1 階床と 4 階床

の交換が進展していないことなどから、当初見込んだ賃料が得られないため、これまで通りの償還

を続けた場合、運営資金減少により会社経営に支障を来す恐れがあります。このため、今回償還計

画見直しの申入れがあったものです。 

今後については、1 階床と 4 階床の交換について引き続き協議を行う一方で、近年の経済活動の

回復等によりテナントの出店動向が活性化していることを踏まえ、引き合いのある事業者等からの

聞き取りなど、幅広く情報収集を行ってまいります。これらにより、令和 11 年度までのテナント

出店を目指し、賃料収入の確保に努めてまいります。 

 

【参考】 

１．平成 31年の貸付について 

（１）経緯 

・平成 29 年 2 月に当時キーテナントであった総合スーパーが、エスカード牛久ビルから撤退し

たことに伴い、当該スーパーを経営する会社から牛久都市開発(株)に預託していた敷金の返還

義務が発生。 

定例記者会見資料３ 

 

牛久都市開発株式会社への運営資金貸付に係る貸付要項の見直しについて 



 

・牛久都市開発(株)において、敷金を一括返還するだけの十分な資金確保の見通しが立たなかっ

たため、牛久都市開発(株)から市に対し、資金の借入申し込みがなされた。 

・市では、同ビルが、牛久町施行による市街地再開発事業のビルであることや、駅前まちづくり

の推進を図るうえで、中心拠点であるエスカード牛久ビルを適正に管理するためには、牛久都

市開発(株)の存続が必要であると判断し、牛久都市開発(株)からの申し入れに応じ、議会に補

正予算を上程。議決を経て貸付を実施したもの。 

（２）貸付額  400,000,000円 

（３）貸付期間 平成 31年（2019年）から平成 46年（2034年） 

（４）市における予算措置 平成 31年 2月の平成 31年第 1回臨時会で補正予算措置 

 

２ 1階床と 4階床の交換について 

 ・平成 31 年当時牛久市では総合スーパー撤退後の空き床を解消するため、公共的利活用の検討

を行い、市が保有しているエスカード牛久ビル 1 階の床を 4 階の共有床と交換したうえで、4

階へ公共施設を整備することを決定。 

 ・その後、共有床の所有者と床交換協議を行ったが全員の同意が得られない状況が続いている。 

 ・公共施設整備については、令和 2年度に国交付金を活用し、設計を行っていたが、着工が見込

めないことから、令和 6年 9月の補正予算で交付金返還のための予算を計上し、同年度に返還。 

  

３ 牛久都市開発株式会社について 

 （会社概要） 

名    称 牛久都市開発株式会社 

所 在 地 牛久市牛久町 280番地  

設立年月日 昭和 61年 4月 15日  

代 表 者 名 代表取締役社長 沼田和利 

基 本 財 産 資本金：99,960,000円  

設立目的等 

牛久駅西口地区第一種市街地再開発事業に基づき建築されるエスカード牛久

ビルの管理及び運営、並びに土地・建物の売買、賃貸借、仲介及び管理業務等

を行うことを目的として設立。 

出 資 状 況 

（令和 7年 3月 31日現在） 

・牛 久 市：50,950,000円（出資割合：49.9％）  

・一般法人：31,900,000円（出資割合：31.2％）  

・金融機関：11,200,000円（出資割合：11.0％） 等  

 

お問い合わせ 

環境経済部未来創造課 

企業誘致推進室 

担当：椎名 

TEL：029-873-2111（内線 1520） 


